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■取り組み概要 

  大地震発生時に必要となる管理組合理事会、マンション内防災組織である災害協力隊による災害対策本部 

設置、居住者の安否確認などの対応策を準備し、的確に実施するための防災訓練をおこなう。 

 

■実施内容 

 Ⅰ 災害協力隊会合における協議 月例会合における防災訓練内容検討 

 Ⅱ 防災訓練における実践 防災訓練（平成 28 年 11 月 13 日開催） 

 Ⅲ 課題抽出 防災訓練にて得られた課題の共有及び今後の対応 

 

■Ⅰ 災害協力隊における協議 月例会合における防災訓練内容検討 

第 1回（平成 28年 7月 13日開催） 

  ・平成 28年 6月 19日に実施した防災訓練について振り返りを実施し、次回訓練に向け課題を災害協力隊に 

て共有をおこなった。 

   課題）訓練参加者の減少 

      訓練告知手法の見直し 

      防災訓練実施場所が判り辛い 

  ・広報資料（災害協力隊だより）を活用した国交省補助事業の周知 

  

 第 2 回（平成 28年 8月 25日開催） 

  ・平成 28年 11月 13日実施予定の防災訓練に関し検討を実施した。 

   ◇安否確認訓練の参加率向上の為に、広報資料である災害協力隊だよりを活用し内容を良く理解いただけ 

る様案内し、参加促進を図る。 

   ◇実施後に参加者の感想などを記載する事も検討。 

   ◇安否確認においては「災害時要配慮者」を対象として実施する事を提起。 

   ◇前回訓練においては初動のフロア毎の集合場所が認知不足解消の為、案内表示の常設検討。 

  ・災害協力隊だよりの内容を検討。 

 

 第 3回（平成 28年 9月 14日開催） 

  ・平成 28年 11月 13日実施予定の防災訓練に関し検討を実施した。 

   ◇訓練告知資料内容及び告知場所の検討 

 各フロアでの集合場所サインの掲示 

◇要配慮者の訓練参加検討 災害協力隊が訓練の際は自宅訪問する事とした。 

  ・災害協力隊だよりの内容を検討。 

 

 

 



別紙③ 災害協力隊支援 

2 

9 月配付 災害協力隊だより（抜粋） 

 

         掲載記事 ①6 月実施防災訓練報告 

              ②国交省事業概要説明及び勉強会案内 

              ③災害協力隊への参加御願い 
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第 4 回（平成 28年 10月 12日開催） 

  ・平成 28年 11月 13日実施予定の防災訓練に関し検討を実施した。 

   ◇防災マニュアルに掲載の安否確認作業について「指示書」として作業を記載した 

ツールの確認を実施した。 

「指示書」案 

 

◇告知文の確認を実施した。 

告知文 
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◇要配慮者の参加は次回（平成 29 年 6 月実施予定）からに変更した。 

◇集合場所の明示サインの内容確認及び掲示を決定した。 

 

集合場所明示サイン 

   

 

◇安否確認作業の際の本部～ブロック間の連絡手段として新たにトランシーバーの導入・活用を検討。 

 理事会に購入を上程する事とした。 

◇防災訓練の告知物に関し検討を実施、全戸投函する事とした。 
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 第 5 回（平成 28年 11月 9日開催） 

  ・平成 28年 11月 13日実施予定の防災訓練に関し検討を実施した。 

   ◇訓練イベントとして実施する防災啓発の為の「防災パネル」の内容に関し確認 

   ◇安否確認訓練の指示書に基づいた行動に関し再確認を実施。 

   ◇集合場所表示サインに関し掲示済報告 

 

第 6 回（平成 28年 12月 14日開催） 

  ・平成 28年 11月 13日実施予定の防災訓練に関し検討を実施した。 

   ◇防災訓練実施報告をおこなった。防災訓練の参加者集計報告。 

   ◇更なる参加率向上の為の告知方法の見直しを実施した。 

   ◇防災訓練結果報告を掲載する災害協力隊だよりに関し内容検討を実施した。 

 

第 7 回（平成 29年 1月 11日開催） 

  ・防災訓練を踏まえた今後の対応に関し検討を実施した。 

   ◇災害協力隊だより内容検討を実施し、全戸投函を実施する事とした。 

1 月配付 災害協力隊だより（抜粋） 
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   ◇防災訓練を踏まえた防災マニュアルの修正について検討を実施した。 

    トランシーバーの活用・集合場所の明示・指示書を防災マニュアルに反映する事とした。 

   ◇個別マニュアルの修正 

    防災マニュアルとは別の各戸の初動を記載した個別マニュアルに関し指示書の内容を反映する事とし 

た。 

 

 第 8 回（平成 29年 2月 8日開催） 

  ・防災訓練を踏まえた今後の対応に関し検討を実施した。 

   ◇各戸防災マニュアルの修正について検討 

   ※全体の防災マニュアルの修正に関し今後の対応事項とした。                 
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■Ⅱ 防災訓練における実践 防災訓練（平成 28 年 11 月 13 日開催） 

  ◇前回実施の防災訓練における課題（訓練参加者の減少/訓練告知手法の見直し/防災訓練実施場所が判り辛 

   い）等の解決策も踏まえ、訓練を実施した。また新たに安否確認の際の情報連絡手段としてトランシーバ 

ーを活用した。 

  ・安否確認訓練 「指示書」に基づく各フロア毎の各戸の安否確認及び、災害対策本部への報告 

   

  ・防災展示パネル展示 

 

  ・防災勉強会振り返り 

  ・防災フェスタ（消防講話・防災グッズ展示・芋煮・バーベキュー等） 

   

  ◇訓練総括 

   ・トランシーバーの効果に関しては手段としての有効性を確認できたが、運用に関してはトークスクリプ 

トを作成し防災マニュアルへの反映が必要と思われた。トランシーバーは電話と異なり一方通行のコミ 

ュニケーション手段で有る為、伝えるべき内容や伝え方などをルール化する事で、有効活用の可能性が 

高まるものと思われた。 

   ・指示書に基づく安否確認訓練に混乱は見られず有効に活用されたと思われる。今後は防災マニュアルへ 

    の反映や内容をよりわかり易くする為の見直しを実施する必要がある。 

   ・訓練参加数 

    前回に比べ 2％の参加率の向上が見られた。前々回と前回ではー9％の参加率の減少が見られたため、 

    防災訓練の告知物・サインの見直しや広報誌（災害協力隊だより）の告知効果に一定の効果があったも 

のと推測され、今後も前びろな告知や広報誌を活用した啓発を継続する事が求められる。 
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■Ⅲ 課題抽出 防災訓練にて得られた課題の共有及び今後の対応 

  ◇防災訓練参加率の向上 

   前びろな事前告知や関心促進の為の啓発を実施する事に一定の効果が見られた。本マンションにおいては 

   災害協力隊だよりとして一定期間毎に全戸投函を実施できており、今後も有効活用を図る必要がある。 

   関心を更に持っていただく為の取り組みとしては、発行回数を増やすこと、関連する記事を掲載し更に関 

心を高めるようにすることが必要と思われる。 

掲載記事事例 

 

  ◇安否確認手段の確立 

   超高層マンションにおける情報連絡手段としてトランシーバーが有効で有ることが確認された。今後は 

   トランシーバーの機能を有効活用するためのトークスクリプト（通話事例）などを防災マニュアルに掲載 

し、正しく使用できるように訓練を通じ実践していく必要がある。 

 

  ◇防災マニュアルの修正（安否確認指示書の活用） 

   指示書を集合場所へ常時設置すると共に防災マニュアルに反映し、初動の行動理解の促進を図る必要があ 

る。 
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  ◇集合場所サインの常時設置による災害対応への理解促進 

   集合場所サインの常時掲示により普段から災害を意識し、発災時に混乱する事無く近隣の安否確認を始め 

とした協力活動に参加する土壌の醸成に効果が生まれるものと思われる。 

 

 

 

■総括 

 1000世帯を超え、且つ 33階建の大規模タワーマンションにおいては住民相互による安否確認が必須となりま

す。一方で住民相互の安否確認を実現する為には、住民の災害対応への意識や関心を高める取組をおこなって

行く必要があります。 

 住民の意識向上の為の取り組みとして防災訓練を軸とした啓発策が有効であり、訓練で実施する内容の検討・

実施・実施後の検証を繰り返す事で徐々に効果が表れるものと思われます。 

 その検証作業の中心となる災害協力隊への住民参加促進など平時の取り組みへの関心を高めて頂く事も更に

意識して頂く必要もあります。 

今回災害協力隊だよりを活用し実施内容の浸透や理解が一定程度得られたと思われる事から、今後も災害協

力隊だよりや広報活動を通じ防災への意識向上を図って頂き、防災訓練を実践の場として活用して頂く事を 

継続頂けたらと考えます。 

 


